
『いきいき　はつらつ　親も子も』

御殿場市次世代育成支援対策行動計画（後期計画）
具体的施策実施状況

(平成22年度～25年度実績及び26年度見込み)
平成26年6月
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基　本　施　策 № 施　策　の　名　称 具 体 的 施 策 の 説 明 等 実績（平成２２年度） 実績（平成２３年度） 実績（平成２４年度） 実績（平成２５年度） 平成２６年度見込み 担当課

1 放課後児童健全育成事業の充実

重点推進施策①
放課後、保護者がいない家庭の小学校低学年児童に、
適切な遊びの場、生活の場を与えて、健全育成を図
る。

設置箇所数　１２箇所
　利用者数　６５５人

設置箇所数　１３箇所
　利用者数　６４５人

設置箇所数　１３箇所
　利用者数　５９９人

設置箇所数　１５箇所
利用者数　７２０人

設置箇所数　１６箇所
利用者数　７７５人

子育て支援課

2 病児保育・病後保育の充実
重点推進施策②
保育所の専用スペースにおいて、病気回復期にある児
童を一時的に預かる。

・設置数　　　　　３か所
・利用人数（年）４８５人

設置数３か所
利用人数（年）４９０人

設置数３か所
利用人数（年）４７０人

設置数３か所
利用人数（年）５１８人

設置数４か所
利用人数（年）６００人

子ども育成課

3 一時預かり事業の充実

重点推進施策③
保護者の病気や冠婚葬祭などの理由により、保育が困
難な児童及び保護者の育児に伴う心理的・肉体的負担
を解消するため、保育を必要とする児童を、一時的に
保育する事業。

・設置数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・利用人数　７，３２８人

・設置数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・利用人数　７，２６０人

・設置数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・利用人数　８，４０９人

・設置数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・利用人数　９１０９　人

・設置数　　１８か所
　（公立９園、私立９園）
・利用人数　９５００　人

子ども育成課

4 幼稚園における預かり保育の充実
重点推進施策④
幼稚園の通常保育時間の終了後及び夏季休暇などに在
園児を預かる事業。

実施数10園 実施数10園 実施数10園 実施数10園 実施数10園 教育総務課

5
ファミリーサポートセンター事業
の充実

重点推進施策⑤
仕事と家庭との両立のため、子育てについて援助を受
けたい人（委託会員）と援助したい人（受託会員）に
よる会員組織（ファミリー・サポート・センター）活
動を充実し、子育て家庭を支援する。

受託会員数　１００人
利用件数２，０７０件

受託会員数　１２０人
利用件数１，２７６件

受託会員数　１２８人
利用件数２，６６２件

受託会員数　１３３人
利用件数３，１５８件

受託会員数　１４０人
利用件数３，０００件

子ども育成課

6
家庭的保育（保育ママ）事業の検
討

保護者が日中就労等により保育が出来ない乳幼児を、
認定を受けた保育士等が居宅等で保育をする体制整備
を検討。

なし なし なし なし なし 子ども育成課

・設置数（保育所）８か所
・子ども家庭センター利用人数
　６１，６１６人

・設置数（保育所）８か所
・子ども家庭センター利用人数
　６０，５４４人

・設置数（保育所）８か所
・子ども家庭センター利用人数
　６５，６５０人

・設置数（保育所）８か所
・子ども家庭センター利用人数
　６１，２０１人

・設置数（保育所）９か所
・子ども家庭センター利用人数
　６７，０００　人

子ども育成課

設置数（幼稚園）８園 設置数（幼稚園）８園 設置数（幼稚園）８園 設置数（幼稚園）８園 設置数（幼稚園）８園 学校教育課

1 保育事業の充実
重点推進施策⑦
保護者が日中就労等のために保育できない就学前の児
童を、認可保育所で適切に保育する。

・保育所数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・定員　　　１，９１５人

・保育所数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・定員　　　１，９１５人

・保育所数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・定員　　　１，９３５人

・保育所数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・定員　　　１，９３５　人

・保育所数　　１８か所
　（公立９園、私立９園）
・定員　　２，００５　人

子ども育成課

2 認可外保育施設への支援 認可外保育施設に運営費を支援する。 対象施設 ５園 対象施設 ５園 対象施設 ４園 対象施設 ４園 対象施設 ４園 子ども育成課

3 延長保育事業の充実

重点推進施策⑧
通常の開所時間外の保育ニーズに対応し、保育時間の
延長を行う。（午後６時までの通常保育時間から１時
間及び２時間の延長）

・設置数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・利用人数　２４，２６２人

・設置数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・利用人数　２５，５４９人

・設置数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・利用人数　２５，１４１人

・設置数　　１７か所
　（公立９園、私立８園）
・利用人数　２５，８３０　人

・設置数　　１８か所
　（公立９園、私立９園）
・利用人数　２６，０００　人

子ども育成課

4 休日保育事業の充実
重点推進項目⑨
日曜日や祝日に仕事をもっている保護者のニーズに対
応し、休日の保育を保育所において実施する。

・設置数　２か所
・利用人数　２１１人

・設置数　２か所
・利用人数　３３２人

・設置数　２か所
・利用人数　１８６人

・設置数　２か所
・利用人数　１３５　人

・設置数　３か所
・利用人数　３００　人

子ども育成課

5 障害児保育事業の充実
集団保育が可能な障害児を保育所に受け入れ、健常児
とともに集団保育を行う。

実施個所　　１３園
対象児童数　６９人

実施個所　　１４園
対象児童数　６７人

実施個所　　１４園
対象児童数　７９人

実施個所　　１３園
対象児童数　６２人

実施個所　　１５園
対象児童数　６０人

子ども育成課

6 保育料の軽減措置
多子世帯の経済的負担の軽減を図るため、在籍２人目
以降の保育料を軽減する。

２人目延べ４，４２８人
３人目以降延べ３３６人

２人目延べ４，３０８人
３人目以降延べ人２５２人

２人目延べ４，５１２人
３人目以降延べ４２０人

２人目延べ５，１２２人
３人目以降延べ５１７人

２人目延べ５，０００人
３人目以降延べ４５０人

子ども育成課

7 保育サービス評価事業の検討

重点推進項目⑩
保育サービスの第三者評価（その保育所の当事者であ
る保護者や保育士以外の第三者が、その保育の質を評
価、公表することによって、各保育所のサービスの向
上に向けた取り組みや利用者への情報提供を行う。

なし なし なし なし なし 子ども育成課

8 保育所給食の充実
離乳食期にある園児や食物アレルギーのため食材など
に制限を必要とする園児に対し、個々に応じた給食を
提供します。

離乳食　延べ１、１８８人
アレルギー除去食延べ６４８人

離乳食　延べ１、０２０人
アレルギー除去食延べ６６０人

離乳食　延べ９９６人
アレルギー除去食延べ５６４人

離乳食　延べ１，２８２人
アレルギー除去食延べ５７０人

離乳食　延べ１，３８２人
アレルギー除去食延べ６９４人

子ども育成課

1 子育て情報誌の充実
子育て支援情報誌「はぐくむ」を発行し、全戸配布す
る。

発行回数　１回
広報誌への掲載　１回

広報誌への掲載　年４回 広報誌への掲載　年４回 広報誌への掲載　年４回 広報誌への掲載　年４回 子ども育成課

2 母親クラブ等の充実
母と子の遊びとふれあいをプログラムに入れ、活動の
中で子育てを支援する。（２歳児母親クラブ、ゆうゆ
うクラブ）

２歳児親子　９組 就学前の親子　１７組 就学前の親子　２４組 就学前の親子　２５組 就学前の親子　２４組 子ども育成課

3 保育ボランティアの活用促進
講演会や講座時に託児サービスを行う保育ボランティ
アを活用する。また、保育ボランティア養成講座を実
施する。（自主グループ化を目指す）

登録者４５人 登録者６４人 登録者６３人 登録者５９人 登録者６０人 社会教育課

4 ブックスタート事業の推進
６か月健康診査を受診する親子に絵本のぬくもりを伝
えながら、絵本をプレゼントする。

提供者９３９人
提供率９７．０％

提供者８６８人
提供率９６．７％

提供者８６９人
提供率９６．７％

提供者８２１人
提供率９４．０％

提供者８７０人
提供率９６．８％

図　書　館

・設置数（保育所）８か所
・子ども家庭センター利用人数
　６１，６１６人

・設置数（保育所）８か所
・子ども家庭センター利用人数
　６０，５４４人

・設置数（保育所）８か所
・子ども家庭センター利用人数
　６５，６５０人

・設置数（保育所）８か所
・子ども家庭センター利用人数
　６１，２０１人

・設置数（保育所）９か所
・子ども家庭センター利用人数
　６７，０００　人

子ども育成課

設置数（幼稚園）８園 設置数（幼稚園）８園 設置数（幼稚園）８園 設置数（幼稚園）８園 設置数（幼稚園）８園 学校教育課

【相談･情報提供及び助言を行う事業】

地域子育て支援事業の充実
【1-1-7再掲】

基本方針

基
本
方
針
１

地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援

地域子育て支援事業の充実

6

【保育所等において養育を支援する事
業】

第１章　地域における子育て支援

　1　多様な子育て支援サービスの充実

　２　保育サービスの充実

重点推進施策⑥
子ども家庭センターが中核となり、保育所や幼稚園な
どの専門機能を活用しながら、親子が気軽に集い仲間
をつくり、子育ての楽しみを共感できる事業や育児に
関する様々な不安や悩みを相談できる事業を実施す
る。また、地域にの子育て支援サービス情報の集約提
供を実施する。

重点推進施策⑥
子ども家庭センターが中核となり、保育所や幼稚園な
どの専門機能を活用しながら、親子が気軽に集い仲間
をつくり、子育ての楽しみを共感できる事業や育児に
関する様々な不安や悩みを相談できる事業を実施す
る。また、地域にの子育て支援サービス情報の集約提
供を実施する。

7

３　子育て支援のネットワークづくり
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基　本　施　策 № 施　策　の　名　称 具 体 的 施 策 の 説 明 等 実績（平成２２年度） 実績（平成２３年度） 実績（平成２４年度） 実績（平成２５年度） 平成２６年度見込み 担当課基本方針

1
民生委員児童委員、主任児童委員
との連携強化

重点推進施策⑪
民生委員児童委員、主任児童委員は地域に根ざした活
動が必要であることから、自治会をはじめとする関係
団体や機関との連携をより深め、人材の確保と制度の
地域住民への周知を図る。

子どもに関する相談・支援
民生委員児童委員　６５６件
主任児童委員　　　３５６件

子どもに関する相談・支援
民生委員児童委員　４１２件
主任児童委員　　　１２５件

子どもに関する相談・支援
民生委員児童委員　４６５件
主任児童委員　　　１７１件

子どもに関する相談・支援
民生委員児童委員　４４５件
主任児童委員　  　１６２件

子どもに関する相談・支援
民生委員児童委員　４５０件
主任児童委員　  　１７０件

社会福祉課
子育て支援課

2 家庭児童相談の充実

重点推進施策⑫
児童の健全な育成を図るため、家庭児童相談室に家庭
児童相談員を置き、児童に関する様々な相談や指導を
行う。

相談件数　２，１２２件 相談件数　１，９３７件 相談件数　１，９１７件 １，８４９件 １，８００件 子育て支援課

3 児童健全育成活動の充実
団体活動や体験事業など、児童の居場所づくりに向け
子ども家庭センターの活用を推進する。

児童館利用者数
　延べ　６１，６１６人

児童館利用者数
　延べ　６０，５４４人

児童館利用者数
　延べ　６５，６５０人

児童館利用者数
　延べ　６１，２０１人

児童館利用者数
　延べ　６７，０００人

子ども育成課

4 高齢者との交流事業の充実 小中学生と地域の高齢者との交流活動を実施する。 交流運動会等の実施
ファーム菜園隊
　延べ　１５６人

ファーム菜園隊
　延べ　１８５人

ファーム菜園隊
　延べ　１４９人

ファーム菜園隊
　延べ　１９２人

子ども育成課

5 総合型地域スポーツクラブの設置
各地区のスポーツ振興協議会を土台にして市民主導型
スポーツ振興システムとして期待されている「総合型
地域スポーツクラブ」の育成に取り組む。

少年団数　２４団体
指導者　１１５人
団員数　７１１人

少年団数　２４団体
指導者　１２８人
団員数　７０５人

少年団…２４団体
　　　　団員数６８８人
　　　　指導者１２４人
総合地域スポーツクラブ…
　　２７事業、２１，６０８人

少年団…２４団体
　　　　　団員数７２６人
　　　　　指導者１３８人
総合地域スポーツクラブ…
　　３０事業、２２，４０７人

少年団…２４団体
　　　　団員数７００人
　　　　指導者１３０人
総合地域スポーツクラブ…
　　３０事業、２２，０００人

文化スポーツ課

6
児童を対象とした各種団体の行事
などの情報誌の発行

市や各種団体が実施する子どもを対象とする事業を一
覧にして情報提供する。

年刊は各戸配布。月刊は隔月発
行、回覧

年刊は各戸配布。月刊は隔月発
行、回覧

年刊は各戸配布。月刊は隔月発
行、回覧

月刊情報を各戸配布（「広報ご
てんば」に掲載）

月刊情報を各戸配布（「広報ご
てんば」に掲載）

社会教育課

7 青少年チャレンジ体験事業の実施
野外体験活動を通じ、自立心や協調性の育成を目的
に、異年齢交流を実施する。

東京　３２人 東京　３２人 東京　３２人 東京　３９人 千葉　３０人 社会教育課

8 親子映画のつどいの実施
青少年の健全育成の啓発を目的に、親子で参加できる
映画の上映を行います。

来場者７３５人 来場者２７６人 来場者７００人 未実施 来場者７００人 社会教育課

9 地区健全育成事業の推進
市内６地区の健全育成組織が、各地区で啓発活動を行
う。

各地区で実施 各地区で実施 各地区で実施 各地区で実施 各地区で実施 社会教育課

10 補導事業の実施
地区・学校・ＰＴＡなどから推薦された補導委員によ
り、不良行為の早期発見、非行防止の補助事業を行
う。

実施回数　街頭　６４回
　　　　　校区　６３回
　　　　　県下一斉２回

実施回数　街頭　６０回
　　　　　校区　６８回
　　　　　県下一斉２回

実施回数　街頭　７２回
　　　　　校区　７１回
　　　　　県下一斉２回

実施回数　街頭　６２回
　　　　　校区　４４回
　　　　　県下一斉２回

実施回数　街頭　６２回
　　　　　校区　４４回
　　　　　県下一斉２回

社会教育課

11 家庭教育はればれ相談の実施
青少年と保護者を対象に、学校・友人や家庭教育の不
安や悩みなどの相談を電話や面接で受け、自ら解決の
糸口を導けるよう相談員が助言などを行う。

７２件 ２６１件 １４２件 １２５件 １２０件 社会教育課

1 母子健康手帳の交付 母子手帳を交付し、保健指導を行う。 ９０６件 ８９６件 ９０５件 ８６１件 ８６０件 健康推進課

2 妊婦教室の充実
妊婦の健康管理と出産・育児に関する知識の向上を図
り、参加者の交流の場として実施する。

参加者９２人（延べ１６４人） 参加者９２人（延べ１５０人） 参加者９７人（延べ１６２人）
参加者８５人
（述べ１２９人）

参加者９０人
（述べ１５０人）

健康推進課

3 両親学級の充実

重点推進施策⑬
初めて出産を迎える夫婦に対し、安心して妊娠・出
産・子育てができるよう知識を取得し、夫婦共同での
子育てを進めるための教室を開催しており、沐浴や着
替えの実習などを行う。

１０５組 １５１組 １０９組 ９４組 １００組 健康推進課

4 乳幼児健康診査の充実

重点推進施策⑭
医療機関委託による個別健康診査（４か月児・10か月
児）や保健センターにおいて集団健康診査（６か月
児・１歳６か月児・３歳児）を実施する。

受診率
４か月児健診　８７．１％
10か月児健診　８０．８％
６か月児健診　９８．８％
1歳6か月児健診　９６．６％
３歳児健診　９６．６％

受診率
４か月児健診　７４．７％
10か月児健診　７７．０％
６か月児健診　９７．２％
1歳6か月児健診　９７．２％
３歳児健診　９５．２％

受診率
４か月児健診　８３．８％
10か月児健診　７５．４％
６か月児健診　９７．３％
1歳6か月児健診　９７．８％
３歳児健診　９７．１％

受診率
４か月児健診　８７．４％
10か月児健診　７３．７％
６か月児健診　９５．４％
1歳6か月児健診　９７．７％
３歳児健診　９５．１％

受診率
４か月児健診　８７％
10か月児健診　７４％
６か月児健診　９６％
1歳6か月児健診　９８％
３歳児健診　９６％

健康推進課

5 相談（集団）事業の充実

２歳児を対象に発育・発達のほか、むし歯予防に重点
を置いた「２歳児健康相談」を実施。また、月齢を問
わず身体計測や相談が受けられる場として、「乳幼児
健康相談」を実施。

２歳児健康相談
受診者者数　５７７人

乳幼児健康相談
参加者数　延べ1,490人

２歳児健康相談
受診者者数　606人
乳幼児健康相談

参加者数　延べ1,479人

２歳児健康相談
受診者者数　５３６人

乳幼児健康相談
参加者数　延べ1,347人

２歳児健康相談
受診者者数　５１９人

乳幼児健康相談
参加者数　延べ1,362人

２歳児健康相談
受診者者数　５２４人

乳幼児健康相談
参加者数　延べ1,300人

健康推進課

6 育児教室の実施

赤ちゃんの健康と離乳食を中心とした「赤ちゃんセミ
ナー」（３～４か月児対象）と親子遊びを中心とした
「のびのび教室」（６～７か月の第一子対象）を実施
し、育児に関する知識の普及と母親同士の交流により
育児不安の軽減を図る。

赤ちゃんセミナー
　　　24回　486人

のびのび教室
　12回　162組

赤ちゃんセミナー
　　　24回　433人

のびのび教室
　12回　177組

赤ちゃんセミナー
　　　24回　494人

のびのび教室
　12回　149組

赤ちゃんセミナー
２４回：５４２人

のびのび教室
１２回：１４２組

赤ちゃんセミナー
２４回：５５０人

健康推進課

7 幼児事後指導教室の実施
健康診査の結果、ことばの遅れなどで事後指導の必要
のある幼児に対し観察や助言を行う。

開催回数　11回（地震により1回中

止）

参加者実人数　37人
（延べ188人）

開催回数　12回
参加者実人数　33人
（延べ184人）

開催回数　12回
参加者実人数　32人
（延べ171人）

開催回数　12回
参加者実人数　37人
（延べ209人）

開催回数　12回
参加者実人数　35人
（延べ188人）

健康推進課

8 個別相談の充実
健康相談、健康審査の事後指導として、在宅臨床心理
士による相談を行う。

91回　248人 88回　　160人 92回171人 80回 43回 健康推進課

9
新生児訪問（こんにちは赤ちゃん
事業）の充実

新生児に限らず、生後４か月までに全戸訪問すること
により、子育てに関する情報並びに乳児及びその保護
者の心身の状況及び養育環境の把握を行うほか、養育
についての相談に応じ、助言その他の援助を行う。

訪問数　688人 訪問数　710人 訪問数　772人
訪問数　814人
訪問率　91.9％

訪問率　92.0％ 健康推進課

10 子ども医療費助成事業の実施
子どもの健やかな成長に寄与する、中学校修了までの
子どもの医療費を助成する。

助成件数 ２０１，００９件 助成件数 ２０３，６７５件
助成件数 ２１９，８５５件（高
校３年生相当年齢まで拡大）

助成件数 ２３１，５３７件 助成件数 ２３０，０００件 子育て支援課

第２章　親と子の健康の確保及び増進
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１　子どもや母親の健康の確保
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基　本　施　策 № 施　策　の　名　称 具 体 的 施 策 の 説 明 等 実績（平成２２年度） 実績（平成２３年度） 実績（平成２４年度） 実績（平成２５年度） 平成２６年度見込み 担当課基本方針

11 予防接種の実施
予防接種法に基づき実施する。（ポリオ、ＤＴ、ＢＣ
Ｇ、日本脳炎、麻しん、風しん、ＤＰＴ）

集団4,741人
個別8,214人

集団4,200人
個別22,944人

集団3,337人
個別22,945人

集団1,656人
個別19,146人

集団1,800人
個別19,200人

健康推進課

12 母子歯科保健事業の充実
妊婦教室や各種検診時における歯科医師、歯科衛生士
による歯科検診や歯科指導を実施する。

3,398人 3,204人 3,332人 3,115人 3,100人 健康推進課

13 ２４時間電話健康相談の実施
専門の機関に委託し、市民からの２４時間電話健康相
談に応じる。（対象者：国民健康保険加入者が原則）

２４時間電話健康相談
電話件数７９２件

２４時間電話健康相談
電話件数７３４件

２４時間電話健康相談
電話件数６１６件

２４時間電話健康相談
電話件数５５０件 同左１０００件 国保年金課

1 食育事業の充実

自分自身の食生活を見直し、食事の大切さや食事を作
ることの楽しさを知り、より良い食習慣の定着を目的
に、小学生とその保護者を対象に「おやこ食育教室」
等を実施する。

1回　40人 2回　23人 1回　33人 1回　29人 1回　30人 健康推進課

2 離乳食講習会の実施

５～６か月、７～８か月の離乳食の進め方・作り方等
について「赤ちゃんセミナー」と「６か月児健康診
査」で集団指導を実施する。９～11か月の離乳食につ
いては、６か月児健康診査の事後として、「パクパク
教室」への参加を促す。

離乳食講習会　24回　509人

パクパク教室　8回　70人

離乳食講習会　24回　494人

パクパク教室　6回　50人

離乳食講習会　24回　433人

パクパク教室　12回　90人

離乳食講習会
・赤ちゃんセミナー：12回　515人
・6か月児健診：12回　785人

パクパク教室　12回　56人

離乳食講習会
・赤ちゃんセミナー：12回　500人
・6か月児健診：12回　700人

パクパク教室　12回　60人

健康推進課

3 妊婦料理教室の実施
妊娠中に必要な栄養に関する知識や産後の離乳食まで
視野に入れた料理教室を実施する。

4回　52人 4回　42人 4回　55人 4回　34人 4回　50人 健康推進課

4 保育所における食育の推進
保育所の給食により、食事の大切さやよりよい食習慣
の定着を目指す。

公私立１６園で実施 公私立１６園で実施 公私立１６園で実施 公私立１７園で実施 公私立１８園で実施 子ども育成課

5 望ましい日常の食生活習慣の育成
栄養士の学校訪問、給食だよりの発行、給食試食会の
実施などの栄養指導を実施し、食生活の重要性につい
て啓発していく。

３センターで実施
（市内小・中学校１７校）

３センターで実施
（市内小・中学校１７校）

３センターで実施
（市内小・中学校１７校）

３センターで実施
（市内小・中学校１７校）

３センターで実施
（市内小・中学校１７校）

学校給食課

1
性に対する正しい知識の指導の推
進

重点推進施策⑮
小中学校において学級活動、保育体育の授業の中で学
習を進め、外部講師を活用するなど、性に関する理解
を深める取り組みを実施する。

県御殿場福祉センター主催エイ
ズピアカウンセラー養成講座を
実施

県御殿場福祉センター主催エイ
ズピアカウンセラー養成講座を
実施

県御殿場福祉センター主催性教
育講演会／エイズピアカウンセ
ラー養成講座を実施

県御殿場福祉センター主催性教
育講演会／エイズピアカウンセ
ラー養成講座を実施

県御殿場福祉センター主催性教
育講演会／エイズピアカウンセ
ラー養成講座を実施

学校教育課

2 心の教室の充実
小中学校に心の教室相談員を配置し、生徒の悩みなど
の相談に応じる。さらに、中学校には補助養護教師を
派遣する。

相談員6人
保健室補助者3人

相談員6人
保健室補助者3人

相談員6人
保健室補助者3人

相談員7人
保健室補助者3人

相談員8人
保健室補助者3人

学校教育課

3 喫煙や薬物等に関する教育の充実
学童期及び思春期における心身の健康、豊かな人間性
をはぐくむことを目的として喫煙防止や薬物使用の防
止の教育を行う。

薬学講座の実施
禁煙教育の実施（保健）

薬学講座の実施
禁煙教育の実施（保健）

保健所主催「こどもから大人へ
のメッセージ事業」を実施（御
殿場小学校）
薬学講座の実施
禁煙教育の実施（保健）

保健所主催「こどもから大人へ
のメッセージ事業」を実施（御
殿場・原里小学校）
薬学講座の実施
禁煙教育の実施（保健）

保健所主催「こどもから大人へ
のメッセージ事業」を実施（実
施小学校は未定）
薬学講座の実施
禁煙教育の実施（保健）

学校教育課

1 小児医療対策事業の充実

重点推進施策⑯
小児専門医と入院施設（小児専用ベット）のある病院
に助成することにより、小児ベットを確保し、小児医
療に関する相談をする。

１２，０００千円助成交付
小児科患者
外来：８，６２４人
入院：　　７１９人
相談件数：９８件

１２，０００千円助成交付
小児科患者
外来：１０，８２９人
入院：　　６０３人
相談件数：９１件

１２，０００千円助成交付
小児科患者
外来：９，０７０人
入院：　　６３８人
相談件数：１１６件

１２，０００千円助成交付
小児科患者
外来：９，１５１人
入院：　　５４８人
相談件数：１２２件

１２，０００千円助成交付
小児科患者
外来：９，２００人
入院：　　６００人
相談件数：１５０件

救急医療課

2 不妊治療に対する支援

重点推進施策⑰
不妊に関する悩みは深刻で、身近な人に相談できない
状況などもあることから、気軽に相談できる体制を整
え、不妊で悩む夫婦に対しての支援を行う。また、不
妊治療を行っている夫婦に対し、経済的・精神的負担
の軽減を図るため、不妊治療に要する医療費の一部を
助成する。

72件（52組）
7,451,944円

85件（70組）
9,136,788円

104件（84組）
12,394,808円

110件（89組）
12,910,205円

110件（90組）
12,000,000円

健康推進課
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２　「食育」の推進

３　思春期保健対策の充実

4　小児医療等の充実
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基　本　施　策 № 施　策　の　名　称 具 体 的 施 策 の 説 明 等 実績（平成２２年度） 実績（平成２３年度） 実績（平成２４年度） 実績（平成２５年度） 平成２６年度見込み 担当課基本方針

1 乳幼児とふれあう事業の推進

重点推進施策⑱
全中学校で、家庭科や総合学習の時間帯に、市内の保
育所や幼稚園において、乳幼児との交流体験学習を実
施する。

全中学校で実施 全中学校で実施 全中学校で実施 全中学校で実施 全中学校で実施 学校教育課

2 男女共同参画への意識啓発
重点推進施策⑲
男女が協力して家庭を築くことの大切さや子どもを産
み育てる意義に関する普及啓発活動を実施する。

講演会の実施、川柳コンクール
講演会の実施、川柳コンクー
ル、男女共同参画推進事業補助

金交付

講演会の実施、川柳コンクー
ル、男女共同参画推進事業補助

金交付

講演会の実施、川柳コンクール
の実施、男女共同参画推進事業
補助金交付

講演会の実施、川柳コンクール
の実施、男女共同参画推進事業
補助金交付

市民協働課

1 学校教育指導支援事業の実施
小学校３年生以上及び中学校の多人数学級に、教科指
導・生活指導を行う補助員を派遣し、きめ細かな指導
で学級経営を行う。

多人数学級補助者15人 他人数学級補助者11人 多人数学級補助者4人 多人数学級補助者２人 多人数学級補助者２人 学校教育課

2
ＡＬＴ派遣事業の実施（英語指導
補助）

英語教育の充実と国際理解教育の推進をするため、小
中学校にＡＬＴ（Assistant Language teacher）を派
遣する。

ＡＬＴ９人 ＡＬＴ９人 ＡＬＴ９人 ＡＬＴ９人 ＡＬＴ９人 学校教育課

3 教育用コンピュータの整備促進
情報化の進展に対応し情報活用能力を育成するため、
小中学校にコンピュータを整備する。

実績なし 実績なし 実績なし

印野小・児童ＰＣ：３５台　印
野小・教師事務ＰＣ：１８台
市内中学校・生徒ＰＣ２６４台
教師事務ＰＣ２１２台

市内小学校児童用ＰＣ
（８校）：３１８台
市内小学校教師事務ＰＣ
（８校）：２５６台

教育総務課

4 夢創造事業の実施
心豊かな人づくりを目的として、全小中学校又は地域
単位で文化及び体験的事業を行う。

全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 学校教育課

5
心の教室の充実
（２－３－２再掲）

小中学校に心の教室相談員を配置し、生徒の悩みなど
の相談に応じる。さらに、中学校には補助養護教師を
派遣する。

小学校相談員２人
中学校相談員３人
保健室補助者３人

小学校相談員２人
中学校相談員３人
保健室補助者３人

小学校相談員２人
中学校相談員３人
保健室補助者３人

小学校相談員２人
中学校相談員３人
市教育相談員２人
保健室補助者３人

学校教育相談員６人
市教育相談員２人
保健室補助者３人

学校教育課

6 夢とゆとりの教育事業の実施
子どもたちの健全育成を目的に、学校サポーター、中
学生ボランティア、フリー部活動を実施する。

中学生ボランティア実施校数
６校

中学生ボランティア実施校数
６校

中学生ボランティア実施校数
６校

中学生ボランティア実施校数
６校

中学生ボランティア実施校数
６校

社会教育課

7 図書館活動の充実
親子読書普及事業等「心を育てる読書」の大切さ・楽
しみ方などの情報を提供し、親子での読書を推進す
る。

登録者数（１８歳未満）８，５
７２人、親子おはなしの会参加
者数４８７人

登録者数（１８歳未満）８，７
６６人、親子おはなしの会参加
者数４８２人

登録者数（１８歳未満）８，９
２９人、親子おはなしの会参加
者数４０９人

登録者数（１８歳未満）８，９
６８人、親子おはなしの会参加
者数５１７人

登録者数（１８歳未満）９，０
００人、親子おはなしの会参加
者数５５０人

図　書　館

8 スポーツ教室の実施
各種スポーツの基礎技術の習得に併せ、スポーツの日
常化と仲間づくり、地域づくりに寄与する。

実施教室数１３教室
参加者数延べ３，６４５人（体
育協会分）
実施教室数４７教室
参加者数延べ２７，２０９人
（総合体育施設分）

実施教室数１３教室
参加者数延べ４，１１１人（体
育協会分）
実施教室数４７教室
参加者数延べ２７，１０１人
（総合体育施設分）

実施教室数１３教室
参加者数延べ５，０９１人

実施教室数１２教室
参加者数延べ３，８８０人

実施教室数１３教室
参加者数延べ３，９００人

文化スポーツ課

9 学校評議員制度の充実・活用
学校評議員を活用し、地域及び家庭と学校との連携を
図り、地域に開かれた学校運営を図る。

全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 学校教育課

10 学校評価活動の充実・活用
学校による自己評価、学校関係者評価委員による学校
評価の実施により、学校経営等の改善を推進します。

全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施 学校教育課

11 学校図書館補助者の配置
図書館運営の充実と情報センターとしての機能の充実
を図り、小中学校の図書館に補助者を配置します。

４人 ６人 ６人 ６人 ６人 学校教育課

12 就学奨励援助の実施
経済的理由により就学困難な児童や生徒の保護者に学
用品などの購入経費の一部を援助し、保護者の負担を
軽減します。

小学校　１７２人
中学校　１４５人
特支　　５５人

小学校　１７９人
中学校　１４１人
特支　　５８人

小学校　１８４人
中学校　１２７人
特支　　５５人

小学校　１９７人
中学校　１２５人
特支　　６２人

小学校　１６９人
中学校　１３５人
特支　　　９０人

学校教育課

13 育英奨学金制度の充実

重点推進施策⑳
優秀な人材の育成と教育の機会均等を図る上で、経済
的理由により就学が困難な学生及び生徒に対して育英
資金を貸与する。

利用者　高校生　　１人
　　　　大学生　１４人
返還者　　　　　６７人

利用者
　　　　大学生　１８人
返還者　　　　　５３人

利用者　高校生　　２人
　　　　大学生　　８人
返還者　　　　　６０人

利用者　高校生　　１人
　　　　大学生　１４人
返還者　　　　　６１人

利用者　高校生　　２人
　　　　大学生　１６人
返還者　　　　　６６人

教育総務課

14 学校施設等の耐震整備

重点推進施策21
地震災害時における児童や生徒の安全確保及び避難施
設としての機能確保を図るために、公立の小中学校校
舎等の耐震補強及び改築工事を行う。

小学校　７校中　２校
中学校　４校中　１校
保育園　３園中　１園
幼稚園　２園中　２園

小学校　７校中　４校
中学校　４校中　１校
保育園　２園中　１園
幼稚園　２園中　２園

小学校　７校中　５校
中学校　４校中　２校
保育園　１園中　０園
幼稚園　２園中　２園

（24年度に完了） （24年度に完了）
教育総務課
子ども育成課

15 幼児教育振興推進事業の充実
幼児教育の充実、幼稚園・保育所・小学校の連携、家
庭教育のあり方などの推進を図る。

幼・保・小合同研修会の開催
幼・保・小・中合同研修会の開
催

幼・保・小・中合同研修会の開
催

幼・保・小・中合同研修会の開
催

幼・保・小・中合同研修会の開
催

学校教育課

16 私立幼稚園就園奨励補助金の交付
保護者の経済的負担を軽減し、私立幼稚園への就園を
奨励するため、補助金を交付する。

３８７人 ４２２人 ４０６人 ４１８人 ３３２人
（教育総務課）
子ども育成課

基
本
方
針
３

子
ど
も
の
心
身
の
健
や
か
な
成
長
の
た
め
の
教
育
環
境
の
整
備

第３章　子どもの心身の健やかな成長のための教育環境の整備

【信頼される学校づくり】

【健やかな身体の育成】

１　次代の親の育成

　【確かな学力の向上】

２　子どもの生きる力を育てる学校等の教育環境の整備

【豊かな心の育成】

【幼児教育の充実】
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基　本　施　策 № 施　策　の　名　称 具 体 的 施 策 の 説 明 等 実績（平成２２年度） 実績（平成２３年度） 実績（平成２４年度） 実績（平成２５年度） 平成２６年度見込み 担当課基本方針

1 家庭教育学級の充実

家庭における教育力の向上を図るため、公立の保育
所、幼稚園、小中学校の保護者で構成されたメンバー
の下、地域性を生かした独自のテーマで家庭教育学級
（自主学級）を開催する。

教室数２５
運営委員研修６回

教室数２４
運営委員研修６回

教室数２４
運営委員研修６回

教室数２４
運営委員研修７回

教室数２４
運営委員研修６回

社会教育課

2 楽しい子育て教室の実施
２歳の子どもを持つ親を対象に、幼児の教育やしつけ
について学習する教室を開催する。

開催数１２回
参加者数３０組

開催数１２回
参加者数３５組

開催数１２回
参加者数３４組

開催数１２回
参加者数２６組

開催数１２回
参加者数３３組

社会教育課

3 親学・子育て学習講座の実施
小中学校の新入学児童・生徒の保護者を対象とした家
庭教育の学習会を各学校年１回開催する。

６校　各１回 ６校　各１回 ６校　各１回 小学校１０校、中学校５校 小学校１０校、中学校５校 社会教育課

4
家庭教育はればれ相談の実施
（１－４－１１再掲）

青少年と保護者を対象に、学校・友人や家庭教育の不
安や悩みなどの相談を電話や面接で受け、自ら解決の
糸口を導けるよう相談員が助言などを行う。

相談件数　７２件 相談件数　２６１件 相談件数　１４２件 相談件数　１２５件 相談件数　１２０件 社会教育課

5 学校施設の地域開放
地域活動を推進するため、休日などに学校施設を地域
に開放する。

延利用団体数　４，９２６団体
延利用者数　 ６１，０７１人

延利用団体数　３，４４１団体
延利用者数　 ４４，５１５人

延利用団体数　３，６６４団体
延利用者数　 ６０，２８１人

延利用団体数　３，２２１団体
延利用者数　 ５６，４５３人

延利用団体数　３，３００団体
延利用者数　 ６０，０００人

文化スポーツ課

6 地域活動指導者の育成
子ども会活動、地域づくり活動等の指導者・実践者と
しての地域の学習活動を支援するための研修を実施す
る。

参加者数　６５人 参加者数　６６人 参加者数　６６人 参加者　述べ８２人 参加者　述べ８２人
社会教育課
子ども育成課

7 地区広場等の活用
各地域の子どものスポーツ活動等を推進するため、地
区広場等を活用する。

実施 実施 実施 実施 実施 各課

8 親子体験教室等の実施 親子で参加できるよう各事業の充実を図る。 実施 実施 実施
青少年のための科学の祭典
来場者１，８００人

実施 社会教育課・各課

1 青少年環境浄化活動の推進
青少年のための良好な環境づくりを推進するため、コ
ンビニや書店の有害図書の立入調査やパトロールなど
を実施します。

一斉立入り等実施回数２回
参加者３２人

一斉立入り実施回数２回
参加者３１人

一斉立入り実施回数２回
参加者３４人

一斉立入り実施回数２回
参加者３１人

一斉立入り実施回数２回
参加者３１人

社会教育課

2 情報モラル教育の推進

子ども自身がインターネットや携帯電話の有害情報か
ら身を守ることができるよう、小中学校でインター
ネット等の正しい利用方法やマナーに関する情報モラ
ル教育を推進する。

各学校で実施 各学校で実施
各学校で実施
保護者・教員向けウェブ講座
１回　１３人

各学校で実施
保護者向けウェブチェック講座
1回４０人

各学校で実施
保護者向けウェブチェック講座
1回４０人

学校教育課
社会教育課

3 有害チラシの撤去
Ｈ16年度に違反簡易広告物除却協力員制度を設置し、
県屋外広告物条例に基づき、はり紙などの違法簡易広
告物を除去している。

除去件数　６０件 除去件数　０件 除去件数　４件 除去件数　２件 除去件数　６８件 都市計画課

4 社会を明るくする運動の実施
御殿場駅前等で、保護司、民生委員児童委員などによ
り、社会を明るくする運動の街頭啓発を行う。

参加者　８９名 参加者　８９名 参加者　７３名 参加者　６５名 参加者　８０名 社会福祉課

1 特定優良賃貸住宅事業の実施
中堅所得者を対象に優良な住宅の供給を図るため、家
賃を国、市が補助する。

助成戸数　２４戸 助成戸数　０戸 ― ― ― 建築住宅課

2 市営住宅の整備
市営住宅の計画的な改修や老朽団地の建替えを進め、
良質な住環境を確保する。

管理戸数　８９７戸 管理戸数　８９７戸 管理戸数８９７戸 ８９７戸 ８９７戸 建築住宅課

1 歩道の整備
歩行者と車両の分離を進めるため、歩道整備を行い、
歩行者の安全性を確保する。

歩道設置数　２路線 歩道設置数　４路線 歩道設置数　９路線 歩道設置数　６路線 歩道設置数　６路線 道路河川課

2 通学路の安全確保（側溝等整備）
一般市道の修繕及び応急対策を行い、通学路の安全を
保つ。

側溝改修　　　９路線
側溝修繕等　１４６箇所

側溝改修　　　５路線
側溝修繕等　１４９箇所

側溝改修　　　２路線
側溝修繕等　１４６箇所

側溝改修　　　４路線
側溝修繕等　８６箇所

側溝改修　　　　５路線
側溝修繕等　１００箇所

管理維持課

3 交通安全施設の整備
交通安全のため、カーブミラーやガードレールの新設
及び老朽化している既存施設の補修を行う。

カーブミラー　　６０基
ガードレール等　２個所

カーブミラー　　５８基
ガードレール等　２個所

カーブミラー　　４０基
ガードレール等　４個所

カーブミラー　　３９基
ガードレール等　５箇所

カーブミラー　　４０基
ガードレール等　５箇所

管理維持課

4
公共施設、建築物等のバリアフ
リー化の推進

ユニバーサルデザインの理念を基本とし、公共施設の
整備及び公共的建築物の建設または改修においてバリ
アフリー化を推進する。

実施
実施
社会福祉課１件
（コミセン1施設）

実施
社会福祉課１件
（コミセン1施設）

実施 実施
社会福祉課
各施設所管課

1 防犯灯の設置補助
通学路等を明るく、安全にするため、区に防犯灯設置
の補助をする。

設置数　９９灯 設置数　１１０灯 設置数　１０３灯 設置数　９５灯 設置数　１３３灯 くらしの安全課

2 都市公園等の整備・管理

近隣住民に日常生活の中での憩い、やすらぎ、遊びの
場を提供するとともに、避難・防災拠点の確保を図
り、安全で快適に使用できるように、トイレや遊具な
どを整備する。

都市公園　７０箇所
駒門公園トイレ整備
(男子トイレ、女子トイレ兼用の
多目的トイレ、手すり等）

都市公園　７０箇所
鮎沢公園トイレ整備
(男子トイレ、女子トイレ兼用の
多目的トイレ、手すり等）

都市公園　７５箇所
駒門公園遊具整備
（アスレチック遊具２基、ポイ
ント看板２基）

都市公園　７７箇所
グミの実公園整備
（公園整備１式）

都市公園　８０箇所
富士岡公園遊具整備
（複合遊具１基）

都市整備課

基
本
方
針
４

子
育
て
を
支
援
す
る
生
活
環
境
の
整
備

１　良質で良好な居住環境の普及促進

２　安心して外出できる環境の整備

３　安全・安心まちづくりの推進

基
本
方
針
３

子
ど
も
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の
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の
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第4章　子育てを支援する生活環境の整備

【家庭教育への支援の充実】

４　子どもを取り巻く有害環境対策の推進

【地域の教育力の向上】

３　家庭や地域の教育力の向上
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基　本　施　策 № 施　策　の　名　称 具 体 的 施 策 の 説 明 等 実績（平成２２年度） 実績（平成２３年度） 実績（平成２４年度） 実績（平成２５年度） 平成２６年度見込み 担当課基本方針

1
ハローワーク、商工会等関係機関
との連携

雇用の確保及び労働条件の改善を図るため、ハロー
ワーク、県、各関係機関と連携して、講習会や就職相
談を実施します。

実施 実施 実施 実施 実施 商工観光課

2
ワークライフバランスに関する広
報・啓発・情報提供

両立支援、ワークライフバランス等に係る関係各法や
制度を周知させるための広報・啓発活動を実施する。

実施 実施 実施 実施 実施 商工観光課

3 育児休業制度の普及促進

重点推進施策22
関係機関や団体と連携しながら、育児休業の制度化、
取得の促進及び関連機関等が実施している奨励制度な
どについて、リーフレットやポスターの作成、ホーム
ページの掲載など、あらゆる機会と媒体を通じて制度
の普及促進を図る。

「工業立地概要調査」で各企業
の育児休業、介護休業の実施、
一般事業主行動計画策定の有無
を調査し、報告書に掲載公開。

「工業立地概要調査」で各企業
の育児休業、介護休業の実施、
一般事業主行動計画策定の有無
を調査し、報告書に掲載公開。

工業立地概要調査は隔年実施の
ため実施しない。

「工業立地概要調査」で各企業
の育児休業、介護休業の実施、
一般事業主行動計画策定の有無
を調査し、報告書に掲載公開。

工業立地概要調査は隔年実施の
ため実施しない。

商工観光課

4
次世代育成支援対策に取り組む企
業等の好事例の情報収集・提供

子育てと仕事の両立支援啓発の一環として、従業員の
仕事と家庭の両立支援に取り組んでいる市内の事業所
などを広報誌で紹介する。

実施なし 実施なし 実施なし 実施なし
市内事業所について、次世代育
成に限らず、年８回広報誌にて
掲載して紹介している。

商工観光課

1
放課後児童健全育成事業の充実
（１－1―1再掲）

重点推進施策①
放課後、保護者がいない家庭の小学校低学年児童に、
適切な遊びの場、生活の場を与えて、健全育成を図
る。

設置箇所数　１２箇所
　利用者数　６５５人

設置箇所数　１３箇所
　利用者数　６４５人

設置箇所数　１３箇所
　利用者数　５９９人

設置箇所数　１５箇所
利用者数　７２０人

設置箇所数　１６箇所
利用者数　７７５人

子育て支援課

2
ファミリーサポート事業の推進
（１―1―5再掲）

重点推進施策⑤
仕事と家庭との両立のため、子育てについて援助を受
けたい人（委託会員）と援助したい人（受託会員）に
よる会員組織（ファミリー・サポート・センター）活
動を充実し、子育て家庭を支援する。

受託会員数　１００人
利用件数２，０７０件

受託会員数　１２０人
利用件数１，２７６件

受託会員数　１２８人
利用件数２，６６２件

受託会員数　１３３人
利用件数３，１５８件

受託会員数　１４０人
利用件数３，０００件

子ども育成課

3 事業所内保育施設の設置支援 事業所内保育施設の設置を支援する。 設置状況　５箇所 設置状況　５箇所 設置状況　６箇所 設置状況　６箇所 設置状況　６箇所 子ども育成課

1 交通安全教室・運動の推進
交通安全教育の充実、交通安全道徳の普及、交通安全
運動の展開などにより子どもの安全確保に努めるた
め、交通教室を開催する。

交通教室全小学校2回、幼稚園･保
育園2回　各期の交通安全運動全4
回、交通安全リーダー研修会全小
学校実施

交通教室全小学校2回、幼稚園･保
育園2回　各期の交通安全運動全4
回、交通安全リーダー研修会全小
学校実施

交通教室全小学校2回、幼稚園･保
育園2回　各期の交通安全運動全4
回、交通安全リーダー研修会全小
学校実施

交通教室全小学校2回、幼稚園･保
育園2回　各期の交通安全運動全4
回、交通安全リーダー研修会全小
学校実施

交通教室全小学校2回、幼稚園･保
育園2回　各期の交通安全運動全4
回、交通安全リーダー研修会全小
学校実施

くらしの安全課

2
地域・ＰＴＡ等との連携による交
通安全事業の実施

子どもの交通事故を防止するため、地域でＰＴＡや交
通指導員などの協力を得て交通安全対策を推進する。

通学路点検、区交通教室13区実
施、モデル区選定

通学路点検、区交通教室25区実
施、モデル区選定

通学路点検、区交通教室22区実
施、モデル区選定

交通安全ﾘｰﾀﾞｰ研修会全小学校実
施、交通事故現場診断、区交通
教室12区実施、モデル区選定

交通安全ﾘｰﾀﾞｰ研修会全小学校実
施、交通事故現場診断、区交通
教室20区実施、モデル区選定

くらしの安全課

118 チャイルドシートの普及推進
交通安全教室や運動などで、チャイルドシートの正し
い使用の徹底を図る。

街頭指導、啓発リーフレット作
成、園児保護者を対象にした講
習会実施

街頭指導、啓発リーフレット作
成、園児保護者を対象にした講
習会実施

街頭指導、啓発リーフレット作
成、園児保護者を対象にした講
習会実施

街頭指導、啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成、園
児保護者対象の講習会実施、母
子手帳配布時にﾘｰﾌﾚｯﾄを配布

街頭指導、啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成、園
児保護者対象の講習会実施、母
子手帳配布時にﾘｰﾌﾚｯﾄを配布

くらしの安全課

1
警察等関係機関、団体との情報交
換

子どもを犯罪の被害などから守るため関係機関による
情報交換を行う。

実施 実施 実施 実施 実施 くらしの安全課

2 防犯のまちづくり活動の実施
行政と地域が連携し、防犯意識を高め、安心で安全な
地域づくりを目指す活動を実施する。

市内１０地区(各小学校区）の自
主防犯組織に活動経費を助成

市内１０地区(各小学校区）の自
主防犯組織に活動経費を助成

市内１０地区(各小学校区）の自
主防犯組織に活動経費を助成

市内１０地区(各小学校区）の自
主防犯組織に活動経費を助成

市内１０地区(各小学校区）の自
主防犯組織に活動経費を助成

くらしの安全課

3 子どもを守る安全対策事業の実施
子どもを守る安全対策として、小学生に防犯用のホ
イッスルを配布する。

９６８人 ９２５人 ９００人 ９００人 ９００人 教育総務課

4 青少年健全育成活動の推進
「かけこみ110番の家事業」をはじめ、青少年健全育
成のための啓発活動を推進し、家庭や地域などでの支
援機能を高める運動を推進する。

地域の青少年声かけ運動の推進
かけこみ110番の家推進

地域の青少年声かけ運動の推進
かけこみ110番の家推進

地域の青少年声かけ運動の推進
かけこみ110番の家推進

地域の青少年声かけ運動の推進
かけこみ110番の家推進

地域の青少年声かけ運動の推進
かけこみ110番の家推進

社会教育課

5
青少年環境浄化事業の推進
（３－４－１再掲）

青少年のための良好な環境づくりを推進するため、コ
ンビニや書店の有害図書の立入調査やパトロールなど
を実施します。

一斉立入り等実施回数２回
参加者３２人

一斉立入り実施回数２回
参加者３１人

一斉立入り実施回数２回
参加者３４人

一斉立入り実施回数２回
参加者３１人

一斉立入り実施回数２回
参加者３１人

社会教育課

6
補導事業の実施
（１－４－１０再掲）

地区・学校・ＰＴＡなどから推薦された補導委員によ
り、不良行為の早期発見、非行防止の補助事業を行
う。

実施回数　街頭　６４回
　　　　　校区　６３回
　　　　　県下一斉２回

実施回数　街頭　６０回
　　　　　校区　６８回
　　　　　県下一斉２回

実施回数　街頭　７２回
　　　　　校区　７１回
　　　　　県下一斉２回

実施回数　街頭　６２回
　　　　　校区　４４回
　　　　　県下一斉２回

実施回数　街頭　６２回
　　　　　校区　４４回
　　　　　県下一斉２回

社会教育課

1
家庭児童相談の充実
（１－４－２再掲）

重点推進施策⑫
児童の健全な育成を図るため、家庭児童相談室に家庭
児童相談員を置き、児童に関する様々な相談や指導を
行う。

相談件数　２，１２２件 相談件数　１，９３７件 相談件数　１，９１７件 １，８４９件 ２，０００件 子育て支援課

2 相談体制の整備
関係機関と連携し、きめ細かな相談体制の整備を図
る。

実施 実施 実施 実施 実施 学校教育課

第５章　職業生活と家庭生活との両立の推進

基
本
方
針
６

子
ど
も
の
安
全
の
確
保

１　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

２　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

３　被害に遭った子どもの保護の推進

基
本
方
針
５

職
業
生
活
と
家
庭
生
活
と
の
両
立
の
推
進

１　仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の実現のための働き方の見直し

２　仕事と子育ての両立のための基盤整備

第６章　子どもの安全の確保
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基　本　施　策 № 施　策　の　名　称 具 体 的 施 策 の 説 明 等 実績（平成２２年度） 実績（平成２３年度） 実績（平成２４年度） 実績（平成２５年度） 平成２６年度見込み 担当課基本方針

1 要保護児童対策地域協議会の充実

重点推進施策23
児童虐待の早期発見から発見後のフォローまでの総合
的な対応を図るため、関係機関と連携・協働し、児童
虐待の予防や早期発見・早期対応及び適切な対応を行
うため、情報の共有及び対策等の検討を行う。

要保護児童対策地域協議会
・代表者会議委員数　１８人
　代表者会議開催数　　１回
・実務者会議委員数　　７人
　実務者会議開催数　　４回

要保護児童対策地域協議会
・代表者会議委員数　１９人
　代表者会議開催数　　１回
・実務者会議委員数　　９人
　実務者会議開催数　　４回

要保護児童対策地域協議会
・代表者会議
　委員数１９人・開催数１回
・実務者会議
　委員数１２人・開催数３回

要保護児童対策地域協議会
・代表者会議
　委員数１９人・開催数１回
・実務者会議
　委員数１２人・開催数３回
・乳幼児部会準備会
　委員数　８人・開催数３回

要保護児童対策地域協議会
・代表者会議
　委員数１９人・開催数１回
・実務者会議
　委員数１０人・開催数３回
・乳幼児部会
　委員数　７人・開催数４回

子育て支援課

2
民生委員児童委員、主任児童委員
との連携強化
（１－４－１再掲）

重点推進施策⑪
民生委員児童委員、主任児童委員は地域に根ざした活
動が必要であることから、自治会をはじめとする関係
団体や機関との連携をより深め、人材の確保と制度の
地域住民への周知を図る。

子どもに関する相談・支援
民生委員・児童委員６５６件
主任児童委員　　３５６件

子どもに関する相談・支援
民生委員・児童委員４１２件
主任児童委員　 １２５件

子どもに関する相談・支援
民生委員・児童委員４６５件
主任児童委員　 １７１件

子どもに関する相談・支援
民生委員・児童委員４４５件
主任児童委員　 １６２件

２４年・２５年と同様の数値と
なると思われる

社会福祉課
子育て支援課

3 虐待の早期発見と予防
健康相談、健康診査、訪問指導などあらゆる機会にお
ける児童虐待の早期発見や関係機関と連携した支援に
努める。

前年度と同様に実施している。 前年度と同様に実施している。 前年度と同様に実施している。 前年度と同様に実施している。 前年度と同様に実施している。 健康推進課

1 児童扶養手当の支給
父親がいない、又は父親の監護を受けられない児童を
養育し、公的年金を受給していない母親や養育者に対
して支給する。また、父子家庭にも支給拡大する。

受給者数　５７４人
（児童数　９１１人）

受給者数　５４９人
（児童数　８７９人）

受給者数　５７４人
（児童数　８９３人）

受給者数　５８２人
（児童数　８８５人）

受給者数　６２４人
（児童数　９５４人）

子育て支援課

2 交通遺児等扶養手当の支給
交通災害及び自然災害などにより、両親もしくは両親
のうち主たる生計維持者が死亡又は廃疾になったとき
支給する。

支給件数　５件
（児童数　６人）

支給件数　３件
（児童数　４人）

支給件数　３件
（児童数　７人）

支給件数　３件
（児童数　４人）

支給件数　４件
（児童数　６人）

子育て支援課

3 母子家庭自立支援給付費の支給
母子家庭の生活の安定や向上を図るため、自立支援教
育訓練や高等技能訓練促進などを行う。

６件 ６件 ７件 ７件 ７件 子育て支援課

4 母子家庭等医療費の助成
母（父）子家庭等に対し医療費の一部を助成し、福祉
の増進を図る。

助成件数　６，１４６件 助成件数　６，４８６件 助成件数　５，０６９件 助成件数　３，２９３件 助成件数　３，４６５件 子育て支援課

5
母子家庭等児童入学卒業祝金の支
給

母子家庭等の児童の健全な育成を助成するため、祝い
金を支給する。（小学校入学児童・中学校卒業生徒１
３，０００円）

支給件数１５５件
（児童数　１５８人）

支給件数１７１件
（児童数　１７７人）

支給件数１９３件
（児童数１９７人）

支給件数１７０件
（児童数１７４人）

支給件数２１５件
（児童数２１９人）

子育て支援課

6 母子家庭協力員制度の活用
母子家庭等の自立のため、知事から委嘱された３人の
協力員が担当し、必要な助言、指導を行う。

協力員数 ３人 協力員数 ３人 協力員数 ３人 同左 同左 子育て支援課

7 ひとり親家庭への支援制度の構築

ひとり親家庭に対し、就学等の自立を促進するために
必要な事由や、疾病等の事由により一時的に介護・保
育や日常生活等に支障が生じた場合や、ひとり親に
なって間がなく生活が不安定な場合に、家庭生活支援
員を派遣するなどして、ひとり親家庭に対する支援を
行う制度の構築に努める。

実績なし 実績なし 実績なし 実績なし 検討中 子育て支援課

1 障害児福祉手当の給付
身体又は精神に重度の障害の状態にあるために、日常
生活において常時介護を必要とする障害児に支給す
る。

６４件 ６０件 ６１件 ５６件 ６０件 社会福祉課

2
障害児等補装具・日常生活用具の
給付

障害児等の日常生活を容易にするために、補装具及び
日常生活用具を給付する。

補装具支給件数４８件
日常生活用具支給件数２２４件

補装具支給件数６１件
日常生活用具支給件数２１４件

補装具支給件数５２件
日常生活用具支給件数２３４件

補装具支給件数４０件
日常生活用具支給件数２２５件

補装具支給件数４０件
日常生活用具支給件数２３０件

社会福祉課

3
重度心身障害者（児）医療費の助
成

重度心身障害児の保健向上と福祉の増進を図るため、
医療費の一部を助成する。

２５，４８４件
（児、者の計）

２５，７４７件
（児、者の計）

２５，２８３件
（児、者の計）

２５，７５８件
（児、者の計）

２６，０００件
(児、者の計）

社会福祉課

4 身体障害者住宅改造費の助成
身体障害児又はその保護者が住宅設備を当該障害者に
適するように改造するための経費を助成する。

１件 ０件 ０件 ０件 ０件 社会福祉課

5 発達障害者支援体制の整備
発達障害者の乳幼児から成人期までの一貫した個別支
援計画による支援の仕組みづくりを行う。

特支ﾈｯﾄﾜｰｸ会議年１回
協議会　発達支援部会３回
協議会　運営会議１２回

特支ﾈｯﾄﾜｰｸ会議年１回
協議会　発達支援部会２回
協議会　運営会議１２回

特支ﾈｯﾄﾜｰｸ会議年１回
協議会　発達支援部会２回
協議会　運営会議１２回

特支ﾈｯﾄﾜｰｸ会議年１回
協議会　発達支援部会２回
協議会　運営会議１２回

特支ﾈｯﾄﾜｰｸ会議年１回
協議会　発達支援部会２回
協議会　運営会議１２回

社会福祉課
子育て支援課

6 特別児童扶養手当の支給 重度の心身障害児を扶養している保護者に支給する。 受給者１５０人 受給者１６１人 受給者１６４人 受給者１６３人 受給者１６１人 社会福祉課

7 心身障害者（児）扶養手当の支給 特別児童扶養手当１級受給者の扶養者に支給する。 １６１件 １６１件 １６４件 １５８件 １６２人 社会福祉課

8 障害児の居宅生活支援事業の充実
障害児の居宅生活を支援するため、ホームヘルパーや
ショートステイ事業などを利用したとき費用の一部を
助成する。

居宅介護　利用者数５人　延べ
利用時間５７６.５時間
短期入所　利用者数７人　回数
４３８回

居宅介護　利用者数６人　延べ
利用時間５２４時間
短期入所　利用者数１１人　回
数６８７回

居宅介護　利用者数６人　延べ
利用時間６２４時間
短期入所　利用者数１１人　回
数４４０回

居宅介護　利用者数７人　延べ
利用時間６４８時間
短期入所　利用者数１２人　回
数４６０回

居宅介護　利用者数　4人　延べ
利用時間　360時間
短期入所　利用者数　7人　回数
264回

社会福祉課

9 特別支援教育の充実

幼稚園や小中学校を通じ、障害のある幼児・児童生徒
及び通常学級等に在籍する特別な教育ニーズのある児
童生徒に対して、個別の支援計画に基づき適切な支援
を行い、就労等将来の社会生活の基礎を培う。

巡回相談員２人
専門家チーム会議年８回開催
特別支援学級補助者７人

巡回相談員２人
専門家チーム会議年８回開催
特別支援学級補助者7人

巡回相談員２人
専門家チーム会議年８回開催
特別支援学級補助者10人

巡回相談員３人
専門家チーム会議年８回開催
特別支援学級補助者10人

巡回相談員３人
専門家チーム会議年８回開催
特別支援学級補助者14人

学校教育課

10
障害児保育事業の充実
（１－２－５再掲）

集団保育が可能な障害児を保育所に受け入れ、健常児
とともに集団保育を行う。

実施個所　　１３園
対象児童数　６９人

実施個所　　１４園
対象児童数　６７人

実施個所　　１４園
対象児童数　７９人

実施個所　　１３園
対象児童数　６２人

実施個所　　１５園
対象児童数　６０人

子ども育成課

基
本
方
針
７

要
保
護
児
童
の
対
応
な
ど
き
め
細
か
な
取
組
み
の
推
進

１　児童虐待防止対策の充実

２　ひとり親家庭等の自立支援の推進

３　障害児施策の充実

第７章　要保護児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進
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